
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

第31期（2019年９月１日～2020年８月31日）
① 連結計算書類の連結注記表
② 計算書類の個別注記表

法令及び定款第18条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://avantia-g.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様にご提供してい
るものであります。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）連結の範囲に関する事項
すべての子会社を連結しております。
連結子会社は次の８社であります。
サンヨー測量株式会社
サンヨーベストホーム株式会社
株式会社巨勢工務店
ジェイテクノ株式会社
株式会社宇戸平工務店
五朋建設株式会社
株式会社サンヨー不動産
株式会社プラスワン
なお、株式会社プラスワンは、当連結会計年度において新たに株式を取得したため、連結の範囲に含めて
おります。

（2）持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、株式会社プラスワンの決算日は６月30日であります。連結計算書類の作成にあたって
は、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に発生した連結子会社間の重要な取引については連結
上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度と同一であります。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券
・満期保有目的の債券 償却原価法
・その他有価証券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法
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ロ．たな卸資産
・販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）
・開発事業等支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）
・未成工事支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）
・材料貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）
当社及び連結子会社は、定率法を採用しております。
ただし、当社及び連結子会社は、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 15～39年
構築物 10～20年
車両運搬具 ４～６年
その他 ５～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
当社及び連結子会社は、定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法
を採用しております。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ニ．長期前払費用
定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額
を計上しております。

ハ．完成工事補償引当金
完成工事に係る補償支出に備えるため、将来の見積補償額を計上しております。
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④ 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、
退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。
イ．退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、期間定額基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、発生年度に一括費用処理することとしております。

ハ．連結子会社における簡便法の採用
連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、簡便法を適用しております。

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準
当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のものを
除く）については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工
事完成基準を適用しております。

⑥ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

⑦ その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
税抜方式によっており、控除対象外消費税等については、販売費及び一般管理費に計上しております。

２．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
前連結会計年度まで区分掲記して表示しておりました「営業外収益」の「安全協力費」は、金額的重要性が
乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外収益」の「雑収入」に含めて表示しております。

３．追加情報
（役員退職慰労金制度の廃止）
当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を「役員退職慰労引当金」に計
上しておりましたが、2019年11月27日開催の第30回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止
に伴う退職慰労金の打ち切り支給を決議しました。
これにより、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し「長期未払金」として固定負債の「その他」に含めてお
ります。
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４．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産
該当事項はありません。

（2）「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」等の定めに従い、投資有価証券286,581千円を供
託しております。

（3）有形固定資産の減価償却累計額 1,368,923千円

（4）保証債務
住宅ローン利用者のための保証債務 2,029,665千円

（5）当座貸越契約
当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関と当座貸越契約を締結しております。こ
れらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

当連結会計年度
（2020年８月期）

当座貸越極度額の総額 23,800百万円

借入実行残高 7,118百万円

差引額 16,681百万円

（6）貸出コミットメントライン契約
当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関とコミットメントライン契約を締結して
おります。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

当連結会計年度
（2020年８月期）

貸出コミットメントラインの総額 1,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 1,000百万円

（7）財務制限条項
当連結会計年度（2020年8月期）
当社グループの貸出コミットメントライン契約には純資産及び利益について一定の条件の財務制限条項が
付されております。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
普通株式 14,884,300株 －株 －株 14,884,300株

（2）自己株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式 303,555株 400,000株 24,500株 679,055株
（注）自己株式の株式数の増加は、取締役会決議による自己株式の取得によるものであり、自己株式の株式数の

減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものであります。

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金
の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2019年10月25日取締役会 普通株式 277,034 19 2019年８月31日 2019年11月11日
2020年４月13日取締役会 普通株式 277,499 19 2020年２月29日 2020年５月20日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金
の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2020年10月22日
取締役会 普通株式 利益剰余金 269,899 19 2020年８月31日 2020年11月９日
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６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金や有価証券等に限定しております。資金調達について
は、主に事業用土地仕入に対する資金について銀行借入により調達しております。デリバティブ取引は利
用しておらず、また投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。これらは、取
引相手ごとに期日管理及び残高管理をするとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽
減を図ることにより、当該リスクを管理しております。
投資有価証券は、債券及び株式であります。債券は保証金として供託しております満期保有目的の国債で
あります。株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており
ますが、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握することにより、当該リスクを管理し
ております。
営業債務である工事未払金は、主として２ヶ月以内の支払期日であります。これらは、流動性リスク（支
払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されておりますが、月次単位の資金計画を作成する等の
方法により、当該リスクを管理しております。
短期借入金及び長期借入金については、主に事業用土地仕入及びマンション建設に係る資金調達でありま
す。これらは、金利変動リスクに晒されておりますが、急激な金利変動がないか月次で管理を行っており
ます。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用
することにより、当該価額が変動することがあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2020年８月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）２．をご参照
ください。）

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）現金預金 14,141,167 14,141,167 －
（2）受取手形・完成工事未収入金等 2,036,136 2,036,136 －
（3）投資有価証券

満期保有目的の債券 296,597 299,761 3,163
その他有価証券 285,053 285,053 －
資 産 計 16,758,955 16,762,119 3,163

（1）支払手形・工事未払金等 3,422,802 3,422,802 －
（2）未成工事受入金 485,534 485,534 －
（3）短期借入金 7,878,950 7,878,950 －
（4）長期借入金（＊） 5,619,077 5,613,582 △5,494

負 債 計 17,406,363 17,400,869 △5,494
（＊）１年内返済予定の長期借入金を含めております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資 産
（1）現金預金、（2）受取手形・完成工事未収入金等
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

（3）投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等
から提示された価格によっております。

負 債
（1）支払手形・工事未払金等、（2）未成工事受入金、（3）短期借入金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

（4）長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現
在価値により算定しております。
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（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区 分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 46,306
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、金融
商品の時価情報の「資産（3）投資有価証券」には含めておりません。

（注）３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金預金 14,141,167 － － －
受取手形・完成工事未収入金等 2,036,136 － － －
投資有価証券
満期保有目的の債券
国債・地方債等 101,000 179,000 19,000 －
資 産 計 16,278,304 179,000 19,000 －

（注）４．長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

短期借入金 7,878,950 － － －
長期借入金 342,090 5,247,009 29,978 －
リース債務 11,080 27,785 1,013 －
負 債 計 8,232,120 5,274,794 30,991 －

７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,740円64銭
１株当たり当期純利益 59円42銭
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８．企業結合に関する注記
取得による企業結合
（1）企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 株式会社プラスワン
事業の内容 住宅のリフォーム及び増改築

不動産の売買、管理、賃貸、仲介
建築物の設計・監理

② 企業結合を行った主な理由
当社の将来に向けた成長戦略上重要な位置づけとしているリフォーム事業や不動産仲介事業等の強化、
また2019年９月に新設した三重事業部による三重県中勢・北勢地域の営業基盤の拡大に向けて、株式
会社プラスワンの保有するノウハウ、経営資源を当社グループと融合させていくことでシナジー効果を
発揮し、中長期的な企業価値向上に寄与するものと判断しました。

③ 企業結合日
2019年10月29日

④ 企業結合の法的形式
株式取得

⑤ 結合後企業の名称
株式会社プラスワン

⑥ 取得した議決権比率
100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

（2）連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2020年１月１日から2020年６月30日まで

（3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 117百万円

取得原価 117百万円

（4）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等 11百万円
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（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額
94百万円

② 発生原因
主として今後の事業展開により期待される超過収益力

③ 償却方法及び償却期間
５年間にわたる均等償却

（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 349百万円

固定資産 243百万円

資産合計 592百万円

流動負債 157百万円

固定負債 412百万円

負債合計 570百万円

９．その他の注記
記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。ただし、１株当たり純資産額及び１株当
たり当期純利益は、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券 償却原価法
・子会社株式 移動平均法による原価法
・その他有価証券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
・販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）
・開発事業等支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）
・未成工事支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）
・材料貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）

（3）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 15～39年
構築物 10～20年
車両運搬具 ４～６年
工具器具・備品 ５～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④ 長期前払費用
定額法を採用しております。
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（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上
しております。

③ 完成工事補償引当金
完成工事に係る補償支出に備えるため、将来の見積補償額を計上しております。

④ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、期間定額基準によっております。
数理計算上の差異については、発生年度に一括費用処理することとしております。

（5）収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準
当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のものを除く）
については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基
準を適用しております。

（6）その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理
税抜方式によっており、控除対象外消費税等については、販売費及び一般管理費に計上しております。

２．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「営業外収益」の「安全協力費」は、金額的重要性が乏し
くなったため、当事業年度より「営業外収益」の「雑収入」に含めて表示しております。
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３．追加情報
（役員退職慰労金制度の廃止）
当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を「役員退職慰労引当金」に計
上しておりましたが、2019年11月27日開催の第30回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止
に伴う退職慰労金の打ち切り支給を決議しました。
これにより、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し「長期未払金」として固定負債の「その他」に含めてお
ります。

４．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産

該当事項はありません。

（2）「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」等の定めに従い、投資有価証券286,581千円を供
託しております。

（3）有形固定資産の減価償却累計額 985,033千円

（4）保証債務
住宅ローン利用者のための保証債務 1,921,247千円
子会社借入金に対する保証債務 1,280,406千円

（5）関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 42,471千円
長期金銭債権 10,000千円
短期金銭債務 344,547千円

（6）当座貸越契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関と当座貸越契約を締結しております。これらの契
約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

当事業年度
（2020年８月期）

当座貸越極度額の総額 19,600百万円

借入実行残高 6,415百万円

差引額 13,185百万円
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（7）貸出コミットメントライン契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関とコミットメントライン契約を締結しておりま
す。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

当事業年度
（2020年８月期）

貸出コミットメントラインの総額 1,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 1,000百万円

（8）財務制限条項
当事業年度（2020年8月期）
当社の貸出コミットメントライン契約には純資産及び利益について一定の条件の財務制限条項が付されて
おります。
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５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業収益 6,925千円
営業費用 2,307,549千円
営業取引以外の取引高 160,934千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 679,055株

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
未払事業税 28,297千円
開発事業等支出金評価損 14,485千円
減損損失 401千円
賞与引当金 22,591千円
関係会社株式評価損 122,395千円
退職給付引当金 66,147千円
長期未払金 25,110千円
所有権移転済住宅用地売却益 7,001千円
その他 112,380千円

繰延税金資産小計 398,812千円
評価性引当額 △165,138千円

繰延税金資産合計 233,674千円
繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △18,536千円
その他有価証券評価差額金 △8,479千円

繰延税金負債合計 △27,016千円
繰延税金資産純額 206,658千円
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８．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合
（％）

関連当事者との関係 取 引 内 容
取引金額
（千円）
（注）２

科 目
期末残高
（千円）
（注）２

子会社

サンヨー
ベストホーム
株式会社

所 有
直接100％

銀行借入金に対
する債務保証
役員の兼任

債務保証 390,000 － －

債務保証料の受取 467 － －

ジェイテクノ
株式会社

所 有
直接100％

土木・管工事・
建築工事の施工

当社販売用土地の
造成工事等
（注）１

1,298,908 工事未払金 236,888

店 舗 修 繕 等
（注）１ 1,543 － －

五朋建設
株式会社

所 有
直接100％

銀行借入金に対
する債務保証
役員の兼任

債務保証 539,339 － －

債務保証料の受取 271 － －
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．価格その他の取引条件については、他の外注先の取引価格を勘案して決定しております。

２．取引金額は消費税等抜きの金額であり、期末残高は消費税等込みの金額であります。

９．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,546円03銭
１株当たり当期純利益 55円12銭

10．企業結合に関する注記
「連結計算書類 連結注記表 ８．企業結合に関する注記」に記載のとおりであります。

11．その他の注記
記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。ただし、１株当たり純資産額及び１株当
たり当期純利益は、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。
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